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女性差別撤廃条約 選択議定書の批准を求める意見書採択に関する請願 

 

【請願の趣旨】 

 向日市議会において、女性差別撤廃条約 選択議定書の批准を求める意見書を採択

し、国会および政府に提出するよう請願します。 

 

【請願の理由】 

 女性差別撤廃条約選択議定書は、女性差別撤廃条約の実効性を高めるために、１９

９９年に国連で採択された付属の条約です。今年は、女性差別撤廃条約選択議定書が

採択されてから２３年目に当たります。現在、女性差別撤廃条約の締約国１８９ヵ国

中、１１４ヵ国が選択議定書を批准していますが、日本はまだ批准していません。 

 選択議定書は、個人通報制度と調査制度の二つの手続きを定めています。個人通報

制度は、女性差別撤廃条約で保障されている権利が侵害され、救済を求める国内手続

きが尽くされた後も権利回復がなされていない場合、女性差別撤廃委員会に通報し、

救済を求めることができる制度です。調査制度は、女性差別撤廃委員会が、女性差別

撤廃条約に定める権利の、重大または組織的な侵害があるという信頼できる情報を得

た場合に、当該国の協力の下で調査し、国に調査結果を意見・勧告ともに送付する制

度です。 

 ２０２０年１２月、閣議決定された第５次男女共同参画基本計画でも「女性差別撤

廃条約の選択議定書については、諸課題の整理を含め、早期締結について真剣な検討

を進める」としています。 

 しかし、日本は各国の男女平等度を示すジェンダー・ギャップ指数２０２１は、１

５６か国中１２０位で、先進国では最低レベルであり男女平等の実現はまだ途上です。 

 セクシャル・ハラスメントやＤＶ、性暴力、大学医学部入試で女性に不利な扱いが

繰り返されていた事実、元東京五輪組織委員長の女性蔑視発言、「政治分野における

男女共同参画推進法」が２０１８年に成立したにも関わらず、初めての衆議院選挙で

女性当選者が１０．１％から９．７％へと減少した事、さらにコロナ禍で非正規雇用

等の女性の自殺率が増加している（２０２１ 自殺対策白書）事など、女性差別の根

深さを物語っています。 

 女性差別撤廃条約選択議定書の批准は、この現状を変え、女性の権利を国際基準に

する重要な第一歩となります。 

 

令和４年２月２４日 

      請 願 者 

 

 

 

 

 

 

向日市議会議長 

 冨 安 輝 雄  様 


